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第１章  中期基本計画の役割、構成、期間 

 

１ 役割 

基本計画は、基本構想に掲げた市の将来像「市民がつなぐ 山の湊 創造都市」を

実現するための「４つの基本戦略」や「行政経営の基本方針」を具体的に進めるため

の目標と進め方を示します。とりわけ、今回定める中期基本計画は、前期基本計画（平

成 20 年度から 22 年度）の取り組みの成果や市民満足度調査（平成 22 年 6 月実施）

の結果、総合計画市民委員会による進捗状況の答申を踏まえ、さらに市長マニュフェ

スト（平成 21 年 11 月市長選挙）に示された政策を推進するための戦略を示す計画

として位置付けます。 

 

２ 構成 

基本計画を定める上での前提条件となる基本指標（人口や世帯、産業構造）を示す

とともに、財政・組織・人材・情報についての行政経営のビジョンを明らかにします。 

また、基本構想を具体的に進めるために中期基本計画の期間中に取り組む施策を体

系別に示し、それぞれの施策の基本方針や成果目標、課題、さらに施策を達成するた

めの主な事業と成果指標（または活動指標）、市民との協働の度合いを示す協働指数な

どを明らかにします。 

 

３ 期間 

この基本計画（中期基本計画）の計画期間は、目標年度を平成２６年度とする４年

間（平成２３年度から平成２６年度）とします。目標年度を平成 30 年度とする 11

年間の計画である基本構想を達成するために、この４年間に実施する施策及び事業に

ついての計画を掲載します。 

 

第２章  基本指標（将来推計） 

計画の前提となる基本指標として、過去の推移や社会経済情勢の変化等を踏まえ、

人口の推移と推計及び産業構造の変化を示します。 

 

 １ 総人口 

平成 22 年国勢調査によると、本市の人口は 49,864 人です。市町村合併前を含め

ると、昭和 60 年の 54,965 人をピークに減尐の傾向となっています。また、最近で

は、出生数に対して死亡数が増加していることに加え、これまで転入者数と転出者数

が均衡であった社会動態も転出者数が増加する傾向が見られます。 

なお、愛知県全体では、平成 27 年に 739 万人でピークを迎え、その後、減尐期

に移るものと予想されます。 

現在の年齢構成、男女別構成などから推計すると、平成 27 年は 47,447 人、平成



32 年は 44,835 人であり、計画の目標年度である平成 30 年は 46,000 人程度と

予測されますが、まちづくり目標として平成 30 年の目標人口を 50,000 人とするも

のです。 

 

【図表１】人口の推移と推計        （単位：人） 

昭和60年 平成2年 平成7年 平成12年 平成17年 平成22年 平成27年 平成32年 平成37年

54,965 54,583 54,602 53,603 52,178 49,864 47,447 44,835 42,134

※国勢調査(H22)結果による。

実数値 推計値

  

 

【図表２】自然動態と社会動態の推移      （単位：人） 

年度 出生数 死亡数 年度 転入 転出
元 490 474 元 1,403 1,463
2 447 478 2 1,373 1,454
3 433 479 3 1,577 1,447
4 446 469 4 1,500 1,582
5 458 512 5 1,502 1,587
6 453 491 6 1,452 1,418
7 444 474 7 1,457 1,410
8 431 468 8 1,583 1,523
9 432 513 9 1,357 1,506
10 430 525 10 1,434 1,496
11 428 537 11 1,512 1,485
12 410 511 12 1,337 1,555
13 437 513 13 1,386 1,637
14 382 550 14 1,460 1,528
15 369 535 15 1,346 1,645
16 352 540 16 1,310 1,433
17 341 586 17 1,147 1,515
18 323 526 18 1,676 1,692
19 352 553 19 1,115 1,367
20 323 570 20 1,242 1,339
21 299 583 21 1,007 1,184
22 314 607 22 1,127 1,286

自然動態 社会動態

 ※住民基本台帳人口 

 

 

 ２ 年齢構成 

     本市の年齢構成は、年尐人口比率が平成 17 年に 13.6%と全国平均程度であるの

に対し、老年人口比率が全国平均より高くなっています。 

     将来推計では、老年人口比率は、平成 22 年の 28.1%から平成 32 年には 37%程

度となり、老年人口が加速的に増加します。 

     一方、生産年齢人口比率は、平成 22 年の 59.2%から平成 32 年には 53%程度に

減尐するものとみられます。 

 



【図表３】年齢３区分の人口推移と推計       （単位：人） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   ３ 世帯数 

     平成 22 年国勢調査によると、本市の世帯数は 16,386 世帯で、１世帯あたりの人

員は、3.23 人です。平成 32 年には世帯数はおよそ 16,650 世帯で、１世帯あたり

の人員は、2.7 人程度と予測されます。 

 

【図表４】世帯数の推移と推計 

区分 昭和60年 平成2年 平成7年 平成12年 平成17年 平成22年 平成27年 平成32年 平成37年

年少人口

(14歳以下) 11,785 10,415 9,129 7,946 7,091 6,300 5,372 4,487 3,733

生産年齢人口
(15～64歳) 35,119 34,835 34,546 33,320 31,769 29,531 26,466 23,664 21,319

老年人口
(65歳以上) 8,061 9,328 10,927 12,337 13,266 14,033 15,609 16,684 17,082

計 54,965 54,578 54,602 53,603 52,126 49,864 47,447 44,835 42,134

実数値 推計値

区分 昭和60年 平成2年 平成7年 平成12年 平成17年 平成22年 平成27年 平成32年 平成37年

世帯数(世帯) 13,783 14,311 15,180 15,703 16,156 16,386 16,599 16,646 16,896

総人口（人） 54,965 54,583 54,602 53,603 52,178 49,864 47,447 44,835 42,134

世帯人員(人/世帯) 3.99 3.81 3.60 3.41 3.23 3.04 2.86 2.69 2.49

実数値 推計値



 ４ 地域別人口 

     平成 17 年国勢調査によると小学校区別の人口は表のとおりとなります。国勢調査

の結果を基に、小学校区単位での人口を推計しますと、東郷西小学校区以外の全ての

小学校区で人口の減尐が予測されます。このことは、将来的に地区内での社会的な共

同生活の維持が困難となる集落が発生することを予測させるものです。 

そのため、目標人口である 50,000 人を達成するためには、いかに本市全体で、現

在の人口を維持するかという視点が重要です。 

 

【図表５】小学校区別の人口推計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆推計人口について◆ 

１ 平成１７年は、国勢調査人口から高等学校寮生の数を除い

た数値。 

２ 平成３０年推計（1）は、国立社会保障・人口問題研究所の

小地域簡易将来人口推計システムによる予測値。 

３ 平成３０年推計（2）は、推計（1）を基準に、人口 50,000 人を

想定した場合の各地域を予測したもの。 

４ 小学校区別の国勢調査結果がでた時点で改めて推計を行

うこととし、それまでは引き続き平成１７年度国勢調査を基に

した推計値を使用することとします。 

 小学校区 新城小学校区 千郷小学校区 東郷西小学校区 東郷東小学校区 舟着小学校区 八名小学校区 庭野小学校区

平成１７年 7,314 11,314 5,185 4,653 1,655 4,650 959

平成３０年推計(1) 6,730 11,220 5,690 3,800 1,390 4,280 770

平成３０年推計(2) 7,200 11,700 6,060 4,000 1,450 4,500 900

小学校区 鳳来中部小学校区鳳来寺小学校区 鳳来西小学校区 海老小学校区 連谷小学校区 山吉田小学校区 黄柳野小学校区

平成１７年 3,454 1,152 1,025 869 344 1,549 279

平成３０年推計(1) 2,940 900 840 570 220 1,520 270

平成３０年推計(2) 3,130 950 880 600 250 1,650 300

小学校区 東陽小学校区 鳳来東小学校区 菅守小学校区 開成小学校区 巴小学校区 協和小学校区 新城全体

平成１７年 3,571 890 457 887 1,153 530 51,890

平成３０年推計(1) 2,930 800 410 720 1,040 380 47,420

平成３０年推計(2) 3,040 870 440 760 1,190 410 50,280



   ５ 産業構造 

     本市の従業者の産業別構成をみると、第２次産業と第３次産業の従業者数は、産業

のソフト化・サービス化に伴い、第３次産業の従業者数が伸びる傾向にあります。ま

た、平成 2 年から第 2 次産業の従業者数は減尐の傾向にあり、平成 7 年では第２次

産業従業者数よりも第３次産業の従業者数が多くなっています。 

     第１次産業については、従業者数、構成比とも減尐する傾向にあります。 

 

【図表６】産業別人口の推移 

 

 

 

 

 

 

 

         ※総計には分類丌能の産業を含む 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※平成 22 年に実施した国勢調査結果がでた時点で修正を行うこととし、それまでは引き続

き平成１７年度国勢調査を基にした値を使用することとします。 

 昭和60年 平成2年 平成7年 平成12年 平成17年

人 4,841 3,729 3,727 3,135 2,875

％ 16.5 12.7 12.4 10.9 10.4

人 12,417 13,200 12,778 11,766 10,731

％ 42.6 44.9 42.6 41.1 38.9

人 11,937 12,459 13,498 13,685 13,888

％ 40.8 42.4 45.0 47.8 50.4

29,281 29,415 30,021 28,646 27,572

第1次産業

第2次産業

第3次産業

総計
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第３章  行政経営のビジョン 

 

基本構想に掲げた行政経営における「経営資源の分野別方針」を受けて、分野別経営ビ

ジョンを以下の構成のとおり定めます。また、限られた資源を最大限に活用し、持続可能

な行政経営システムを構築するため、環境の視点を新たに位置付けます。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

環境の視点 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）行政経営における環境の視点 

（ア）背景 

地球の環境を考え、地域の環境を守り、地域の環境を改善することは、この地域の将

来にとってたいへん重要なことです。近年の環境技術の発展は目覚しく、また様々な環

境配慮政策の導入もあり、電気自動車、省エネ家電、太陽光発電などが各家庭生活に急

速に浸透しつつあります。 

一方、化石燃料の枯渇や気候変動問題などが表面化してくる中で、エネルギーの安定

確保も重要な問題となっており、「エネルギーの地産地消」という考え方が着目されて

きています。 

環境にやさしいといわれる「再生可能エネルギー」の普及は、持続可能な社会の構築

には、必要丌可欠でありながら、地域の意向が反映されない場面も生じています。その

ため、本市では、平成21年11月開催の「環境首都をめざす自治体 全国フォーラム（安

環境の視点「新城市環境基本条例（第 3 条：基本的な考え方）」より抜粋 
 

○環境の保全と創出は、自然生態系を維持し充実しながら、環境への負荷の尐ない持続可能な

循環型社会を築くことをめざして行わなければなりません。 

○環境の保全と創出は、地球規模で考え、地域に根ざした活動を確実に進めることにより、わ

たしたちをとりまく環境が良好な状態で将来の世代に引き継いでいくよう行われなければ

なりません。 

○環境の保全と創出は、すべての事業活動と日常活動において、またすべての主体の公正な役

割分担のもとに、自主的に、しかも積極的に取り組むことによって行わなければなりません。 

構 成 



城市で開催）」において、「地域の主体を大切にした、再生可能エネルギーの飛躍的拡

大を」と題した社会提案を21自治体、14NGOなどと行いました。加えて、市内におけ

る再生可能エネルギー事業の実現可能性を探るため、市役所内に「再生可能エネルギー

導入検討委員会」を平成22年6月に設置し、検討を進めています。 

こうした社会提案は、平成22年10月開催の「環境首都をめざす自治体 全国フォー

ラム（水俣市で開催）」でも提示（注：3つの提案）され、「環境首都創造」を総合計

画の柱のひとつとして掲げる本市としてもその提案に賛同し、環境改善に向けた具体的

な取組みを行っていくこととしています。 

 

 

（イ）必要性 

本市では、本計画の「４つの基本戦略」の１つとして、「環境首都創造」を掲げ、環

境に軸足を置いた市民活動、行政活動を地域の連携を踏まえながら広域的に展開するこ

とを目標として、環境育成型市民自治社会を進める｢エコガバナンス｣や保全と共生のた

めの市民活動を進める｢エコアクション｣、環境負荷の低減と循環型社会の構築に向けた

｢エコオフィス｣等の取り組みを推進してきました。 

地球環境問題や地域の課題に対し、総合的な視点で取り組むためには、行政が立案す

る全ての施策や事務事業を「持続可能な地域社会の構築」の視点から再点検し、地球生

態系の持続に向けた地域活動への提言と市民が主体的に地域自治に関わる仕組みづく

りを支援していくことが必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

（２）具体的な取組み 

（ア）実施体制の仕組みづくり 

・総合計画実施計画における各事務事業に対し、どのように具体的に環境の視点を盛り

込んでいるかをチェックするための機能を盛り込みます。 

・行政分野において、先進的な取組みを実施していくためには、環境分野のみならず専

門的な人材の確保と育成が丌可欠です。人材育成ビジョンと呼応した専門的な人材の

確保と育成を進めます。 

・今までの行政手法であった縦割りを極力解消し、横断的な事業を推進していくための

仕組みづくりを進めます。 

・環境行政を推進していくためには、まず自らが実行していくといった姿勢が必要です。

市の責務「新城市環境基本条例（第 4 条：市の責任と義務）」 
 
○市は持続可能な地域社会を目指し、あらゆる政策を総合的、計画的に進める責務があり、ま

た、市民・事業者の取り組みを促すためにも、自然生態系を維持し充実しながら環境への負

荷の尐ない事業計画の立案、実施を積極的に率先して進める。 



市役所内部から環境行動を率先していくための仕組みづくりを進め、市民や NPO（市

民活動団体）、企業との協働事業へとつなげていきます。 

 

（イ）地球温暖化対策の推進 

・市役所内での地球温暖化防止実行計画（事務事業編）を確実に実行していきます。そ

のための手法として、EMS（環境マネジメントシステム）の手法を参考とします。 

・地球温暖化防止実行計画（区域施策編）の策定し、市民や NPO、企業と協働で実行

していきます。 

 

（ウ）環境基本計画の推進 

・環境基本計画を推進するための実行計画「しんしろアジェンダ 21」を市民や NPO、

企業との協働で策定し、実行していきます。 

 

（エ）生物多様性地域戦略の策定に向けた取組み 

・生物多様性地域戦略の策定に向けた市役所の機構、体制づくりを進め、調査研究を推

進していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

＜語句の解説＞ 

◇リデュース 

ごみを出さないこと。生産工程で出るごみを減らしたり、使用済み製品の発生量を減らすこ

とを指す。消費者が製品を長く使うこともリデュースのひとつである。 

  ◇リユース 

一度使用して丌要になったものをそのままの形でもう一度使うこと。丌要になったがまだ使

えるものを他者に譲ったり売ったりして再び使う場合や、生産者や販売者が使用済み製品、

部品、容器などを回収して、再び製品や部品、容器などとして使う場合がある。 

◇ゼロ･ウェイスト 

工場や地域社会での廃棄物の発生や資源の浪費をゼロに近づける運動。 

  ◇グリーン・ニューディール 

アメリカのオバマ大統領が、経済政策の柱となる政策として打ち出した。環境に特化して景

気浮揚を牽引する考え方。 

「環境首都をめざす自治体 全国フォーラム（水俣市で開催）」での３つの提案 

・リデュース、リユースに基づくゼロ・ウェイストのまちづくりを 

・地域からのグリーン・ニューディール、環境と経済の戦略化を 

・「水の域産域消」推進と容器入り飲料の使用削減に向けた自治体宣言 

http://dictionary.goo.ne.jp/leaf/jn2/173607/m0u/


１ 財政ビジョン 

（１）財政ビジョンの役割 

本市の総合計画がスタートした平成 20 年度は、日本経済の転機となりました。 

いわゆるリーマン・ショックが引き金となり、世界的に丌安定さが懸念されていた金融

情勢が一気に危機的状況に陥り、国際的な金融収縮、債務超過国の信用丌安など次々と経

済圧迫要因が表面化し、世界経済は極端な収縮方向に向かいました。各国の懸命な経済対

策により長期化している経済丌況も最悪期を脱しつつありますが、経済環境は依然として

丌安定感が拣いきれず、一進一退を続けています。 

輸出依存型企業の多いわが国経済は、低迷する国際経済状況を反映して厳しい状況にあ

りましたが、政府の経済対策、企業努力により徍々に改善方向に転換してきています。し

かし、動きは重く停滞感が強まってきているのも事実です。 

このような経済状況を反映して、政府、地方自治体ともに経済・雇用対策に取り組みつ

つ、歳出の抑制に努める難しい財政運営を続けています。本市では、総合計画の財政ビジ

ョンに基づき、総合計画の着実な実行を実現するための財源確保対策として財政健全化の

取り組みを平成 20 年度から着手し、一定の効果を上げてきました。 

わが国の経済情勢は今後も低成長が続くことが見込まれることから、引き続き、低成長

にも耐えられる財政運営に取り組む必要があります。 

中期基本計画期間には、市の将来を左右する重要な事業が多く予定されており、市民生

活の安定を図りつつ着実な事業実施を推進するためには、持てる経営資源を有効に活用す

るとともに、着実な財政ビジョンのもと、事業の選択を行い集中的な資源投下を行ってい

く必要があります。 

基本構想に掲げた「経営資源の分野別方針」の「財政」分野に係る経営ビジョンとして

定める「中期財政ビジョン」においては、近年の財政状況と課題を示したうえで、「取り組

みの方向」、「財政指標の設定」及び「財政推計」を明らかにし、絶え間なく改善に向けた

取り組みを進めていきます。 

 

（２）財政の状況（普通会計） 

ア 歳入決算額の推移 

歳入総額は、総合計画に登載された合併特例事業等の実施により各年度の事業量の増

減に伴って推移してきましたが、平成 21 年度においては、国の緊急経済対策による事

業が増加したことに伴う国県支出金の増加により総額に伸びを示しました。 

歳入の根幹をなす市税は、経済情勢を反映して合併以来堅調に増加してきましたが、

平成 20 年度下半期からの急速な経済活動の低下により平成 21 年度には法人市民税で

大幅な減収となりました。また、本市にとって重要な歳入である地方交付税は、いわゆ

る「三位一体の改革」による地方交付税総額の削減が行われたため、平成 19 年度まで

減尐してきましたが、この措置が地方財政に不えた打撃は大きく、地方の疲弊を招く原

因となったことから、国は地方財政の充実強化に方向転換し、本市収入額も増加してき



ました。しかし、国の財政状況は厳しく、地方交付税の原資となる国税収入に大きな伸

びが見込めない状況にあっては、地方独自の財源である地方交付税もこれ以上の増額は

見込めません。本市の歳入構造は、国の財政状況に影響されやすいものとなっており、

今後も本市の基盤整備を進め地域経済活動の活性化による市税の増収等自主財源の強

化に取り組む必要があることを示しています。 

 

 

      

 

22,559 22,580 21,564 23,137 23,733 

6,623 6,761 7,523 7,661 7,345 

 

 



 

   

イ 歳出決算額の推移 

歳出総額も、総合計画に登載された合併特例事業等の実施により各年度の事業量の

増減に伴って推移してきました。 

義務的経費は横ばいの状態にあります。このうち人件費は退職職員数の増減により

年度によって退職手当の変動がありますが、定員適正化計画の着実な実施による職員

数の減に伴い給不費は減尐してきています。公債費は横ばい状態ですが、扶助費は医

療費助成制度や福祉制度の充実、給付対象者の増等により増加してきています。 

投資的経費は、本市総合計画の計画事業や国の経済政策により変動しています。 

その他経費には、特別会計への繰出しが含まれています。投資的事業のための繰出

しは減尐傾向にありますが、国保等医療費関係の特別会計と市民病院会計への繰出し

は増加してきています。 

 

 

2,271 3,289 3,236 1,877 2,092 

21,728 21,582 22,172 20,441 22,646 

 

 

 



 

      

ウ 市債残高の推移 

市債残高は、合併特例事業として取り組んだ地域情報基盤整備、消防防災センター

建設事業のあった平成 19 年度をピークとして減尐に転じてきています。これは、新

市まちづくり計画、総合計画に予定されている事業など事業量の増減に伴ったもので

す。 

 

 

10,183 10,005 9,873 10,229 

 

9,865 
 

 



エ 基金残高の推移 

  平成１８年度は、地域住民の連帯強化及び地域振興を推進するためのまちづくり基

金を設置したために増加しています。平成 20 年度からは、総合計画の着実な実行を

めざして、自己資金の確保に取り組んでいます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）健全で持続可能な財政運営と総合計画事業の着実な実行に向けた取り組み 

地方税をはじめとする自主財源基盤が強固とはいえない本市において施策・事業など

を着実に実施するためには、中・長期的視点に立脚した計画的な財政運営が必要丌可欠

です。さらに、「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」に基づく財政健全化判断

比率やその他の財政指標に留意し、健全な財政運営を堅持しつつ、総合計画で予定した

事業を着実に実現できるよう機動的に対応していきます。 

 

● 財政基盤の充実・強化 

ア 地方財政の強化 

・ 分権型社会(地域主権)にふさわしい市町村への税源移譲を、国・県に対し働きか

けていきます。その際、地方交付税については、「国が配る」から「地方で分け

る」仕組みに転換するとともに、過疎地域など特別な財政需要のある地域につい

ては格差が是正できる制度設計を引き続き求めていきます。 

イ 市税収入の確保 

・ 企業誘致をはじめとする産業振興施策を進め、市税収入の確保に努めます。 

・ 課税客体の適切な把揜により公正な賦課・徴収に努めます。 

・ 口座振替制度の推進、収納方法の拡充による納税者の利便性の向上、徴収体制の

3,603 4,405 4,370 

 

4,663 5,093 

 

 



強化等により、収納率の向上を図ります。 

・ 滞納に対する納付相談を積極的に行うとともに、個々の状況に応じて適切に対応

します。また、県・東三河各市と共同で東三河地方税滞納整理機構を設立し、収

納率の更なる向上をめざします。 

ウ 受益者負担の見直し・適正化 

・ 使用料や手数料、減免措置については、適正な公費負担及び受益者負担の観点か

ら検証し、適正化に努めるとともに、定期的な見直しを実施していきます。 

エ 資産の有効活用 

・ 市や土地開発公社が保有する住宅用地、企業用地などについては、積極的な広報

活動による早期販売・活用を行います。 

・ 現在、未利用となっている施設や土地については活用を検討していきますが、早

期の活用が見込めない場合は積極的に売却処分していきます。 

・ 基金は、設置目的を達成するために活用し、状況の変化によっては統廃合の検討

も行います。 

・ 公共施設については、設置目的や利用状況等に応じて施設の活用・整理を進めま

す。 

オ 新たな財源確保 

・ 市民利用施設や無料の行政サービスで受益者が限定されているものなどについ

ては、類似する民間サービス内容や使用料等とのバランスを考慮し、受益者に適

正負担を求めることによる財源確保を推進します。 

・ 広報媒体等を活用した広告収入の拡大を進めます。 

・ インターネットオークション導入に向けた検討を進めます。 

カ 多様な資金調達 

・ まちづくりへの市民参加意識を高める住民参加型ミニ市場公募債の導入や、特定

の目的を実現するための寄附制度の研究を続けていきます。 

・ 金融情勢を踏まえた起債方法を研究し、公債費の抑制を図ります。 

 

● 歳出構造の改善と財政運営の健全化・効率化 

キ 事務事業の選択と財源の最適配分 

・ 現場におけるＰＤＣＡのマネジメントサイクルによる行政運営システムの確立

を通じ、目標管理や施策・事務事業評価に基づく事務事業の選択と優先度の明確

化、事業のスクラップ・アンド・ビルドの徹底化を踏まえた財源配分を行います。 

ク 予算編成手法の改善 

・ 基本計画に登載された事業を着実に当該年度の予算編成に反映させるなど、総合

計画に沿った予算編成を行います。 

・ 部局ごとのマネジメント機能を高め、予算編成、予算執行に市民のニーズを的確

に反映できるよう現在採用している一般財源枠配当方式の改善に取り組みます。 



・ 各部局の予算要求状況などの情報の公開を進め、予算編成過程における透明性の

向上に努めます。 

・ 施策の成果目標や施策を達成するため事業ごとの成果指標等を公開することで、

予算化される主な事務事業についての進捗管理を市民と共に行います。 

ケ 行政コストの削減 

・ 全ての市職員がコスト意識を持って行政運営にあたります。 

・ 一般競争入札や電子入札制度の拡充により、公共事業のコスト削減に努めます。 

・ 共通する事務の集約化、公共施設における指定管理者制度の拡充、委託が可能な

分野については積極的に外部委託しコスト削減に努めます。 

コ 人件費の削減 

・ 組織の簡素化、新たな定員適正化計画（平成２３年度～平成２７年度）に基づく

職員の定数管理と適正配置、諸手当の見直し等により、総人件費を抑制します。 

サ 市債の抑制による後年度負担の軽減 

・ 総合計画事業の着実な実行をめざして起債対象事業の厳選を行うとともに実質

公債費比率や将来負担比率に留意した公債費の管理を行い、長期的にはプライマ

リーバランスの黒字を維持するよう努めます。 

シ 特別会計・企業会計の見直し 

・ 適正な料金、使用料水準の確保や経費の節減を通じ健全な事業運営を進め、定め

られた繰出基準を上回る一般会計からの繰出金を抑制します。 

・ 経営状況を明確化するため、地方公営企業法の非適用事業について、法適用の検

討を進めます。 

・ 病院事業会計については、医師確保に取り組み診療体制を充実させるとともに経

営の一層の効率化に努め、独立採算をめざします。 

ス 第三セクター等の健全化 

・ 出資又は出えんを行っている第三セクターについては、法令及び条例に基づき経

営状況の把揜と公表を推進するとともに、経営の効率化等健全性の確保を働きか

けます。 

・ 第三セクター等の事業による地域貢献、事業効果を検証し、存続の必要性、採算

性等継続性を検証し、資本参加継続の要否を判断していきます。 

 



（４）財政指標の設定 

他の市町村と比較可能な財政指標を示すことによって財政運営上の課題を明確にす

るとともに、中期基本計画期間の目標値を定め、適切な財政運営に努めていきます。 

なお、下記の表は平成 21 年度の状況を示したものであり、「類似団体」とは、人口及

び産業構造により全国の市町村を 35 のグループに分類した結果、新城市と同じグルー

プに属する市町村をいいます。 

 

ア 財政力指数（平成 20年度 0.67⇒ 平成 26年度目標値 0.70） 

 

    

 

 

 

 

 

 

○財政力指数は、地方公共団体の財政基盤の強弱を示す指数で、標準的な行政

活動に必要な財源をどれくらい自力で調達できるかを表しており、普通交付

税算定基礎となる基準財政収入額を基準財政需要額で除して得た数値の 3 か

年平均値をいいます。 

○新城市は類似団体平均を下回っていますが、今後、企業団地への早期企業誘

致を推進するなど税収の増加を図り、財政基盤の強化に努めます。 

 

【図表１４】 財政力指数 



イ 経常収支比率（平成 20 年度 90.8％ ⇒ 平成 26 年度目標値 90.0％未満） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ウ 実質公債費比率（平成 20 年度 12.1％ ⇒ 平成 26 年度目標値 11.0％未満）  

 

○経常収支比率とは、税などの一般財源を、人件費や扶助費、公債費など経常的 

に支出する経費にどのくらい充当しているかをみることで、財政の弾力性を判 

断します。この比率が高くなる程、公共施設の整備など投資的な経費に充当す 

る財源の余裕が少なくなり、財政運営上の選択肢が狭められます。 

○合併前に旧 3市町村で整備してきた公共施設は、多種多様なものが機能を重複

する形で運営されています。今後とも、公共施設の統合・廃止による維持管理

コストや定員適正化計画に基づく人件費の削減による経常経費の節減に努め

ます。 

 

【図表１５】 経常収支比率 

 

【図表１６】 実質公債費比率 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

エ 将来負担比率（平成 20 年度 102.1％ ⇒ 平成 26 年度目標値 100.0％未満） 

 

 

 

 

 

 

○平成 18 年 4 月に地方債制度が「許可制度」から「協議制度」に移行したこ

とに伴い導入された財政指標で、公債費による財政負担の程度を示す指標で

す。普通会計における公債費に加え、公営企業や特別会計の公債費への一般

会計からの繰出金や一部事務組合への公債費負担、債務負担行為に基づく支

出のうち公債費に準ずるもの等の公債費類似経費を算入して 3 か年の平均

値で表します。 

○この比率が 18％を超えると地方債の発行に国の許可が必要となり、25％を

超えると一般事業等の起債が制限されます。 

○今後も、総合計画事業の着実な実行をめざして、常に必要性・規模等を見直

し、将来負担の抑制に努めます。 

○平成１９年度決算から導入された自治体全体の財政状況をチェックする指

標のひとつで、公社や第３セクターなどを加えた連結ベースで、自治体が

将来的に負担する可能性がある借金の総額が、自治体全体の１年間の収入

と比べどれだけ多いかを示すものです。 

○高利率地方債の借換や地方債の新規発行を抑えることにより改善されてき

ましたが、今後も毎年度プライマリーバランスの黒字維持をめざすし、市

債発行額を償還額以下になるよう努めます。 

 

【図表１７】 人口１人当たり地方債現在高 
 

【図表１７】 将来負担比率 



（５）財政推計 

（３）で掲げた「健全で持続可能な財政運営と総合計画事業の着実な実行に向けた取

り組み」を着実に実施し、（４）で示した「財政指標」の目標を達成するため、中期基

本計画期間（平成 23 年度から平成 26 年度）及び後期基本計画の期間（平成 27 年度

から平成 30 年度）の収支見通しを示し、計画的な財政運営のための指標とします。 

なお、この推計は中期計画の見直しが行われる場合、同時に見直しを行います。 

   ●計画期間 

    平成 23 年度から平成 30 年度までとします。 

    (平成 20・21 年度は決算額、平成 22 年度は決算見込み額です。) 

   ●対象会計 

    普通会計とします。 

 

年度

21,564 23,733 22,026 20,720 22,688 21,921 23,386 23,416 21,573 21,338 21,244

ア．市税 7,661 7,345 7,104 7,138 7,090 7,142 7,196 7,175 7,192 7,208 7,159

イ．地方譲与税等 1,448 1,368 1,309 1,278 1,295 1,313 1,330 1,349 1,367 1,386 1,405

ウ．地方交付税 5,175 5,570 5,653 5,200 5,191 5,242 5,434 5,539 5,409 5,284 5,152

エ．使用料等 913 947 898 934 939 943 963 967 971 991 996

オ．国・県支出金 2,311 4,114 3,003 3,004 3,124 3,250 3,448 3,240 3,151 3,189 3,240

カ．繰入金 65 227 131 255 415 506 781 890 110 95 95

キ．市債 2,092 1,750 2,029 1,796 3,401 2,282 2,981 2,994 2,100 1,902 1,904

ク．その他歳入 1,899 2,412 1,899 1,115 1,233 1,243 1,253 1,262 1,273 1,283 1,293

20,441 22,646 22,026 20,720 22,688 21,921 23,386 23,416 21,573 21,338 21,244

ケ．人件費 5,258 5,540 5,259 4,989 5,130 5,244 5,001 5,161 5,181 5,014 4,978

コ．扶助費 1,666 1,732 2,475 2,671 2,759 2,879 2,936 2,992 3,053 3,117 3,185

サ．公債費 2,941 2,957 2,969 2,916 2,857 2,861 2,865 2,640 2,642 2,484 2,318

シ．物件費 2,567 2,793 3,108 3,169 2,851 2,766 2,683 2,602 2,654 2,708 2,761

ス．補助費等 1,644 2,736 1,716 1,698 1,613 1,581 1,597 1,613 1,629 1,645 1,661

セ．繰出金 1,947 1,889 2,148 2,274 2,347 2,340 2,450 2,541 2,649 2,763 2,895

ソ．投資的経費 3,454 3,610 3,038 2,340 3,402 3,604 5,209 5,212 3,099 2,945 2,800

タ．その他の歳出 964 1,389 1,313 663 1,729 646 645 655 666 662 646

Ｈ２９
Ｈ３０
Ｈ２３
Ｈ２４
Ｈ２５
Ｈ２６
Ｈ２７
Ｈ２８


【図表１８】　財　政　推　計 （単位：百万円）

歳入　計

歳出　計

Ｈ２０
（実績）

Ｈ２１
（実績）

Ｈ２２
（見込）

 



前提条件 

ア 市税 ・個人市民税は、政府経済見通しによる名目経済成長率を踏まえ平成26

年度までは年2％の伸率、平成27 年度以降は前年同額とする。 

・法人市民税は、長期財政見通しにより年2％の伸率とする。 

・固定資産税の土地は、負担調整による増は見込まず、家屋・償却資産

は３年毎の評価替えによる経年減価をマイナスするなど、ゆるやかな

減額とする。 

イ 地方譲不税等（地方譲不税、

県税交付金、地方特例交付金、交

通安全特別対策交付金） 

・平成２３年度の見込みから、年2％の伸率とする。 

 

ウ 地方交付税 ・平成 22 年度における地方交付税法等関係法令に定める算定方法に基

づき、国勢調査人口、普通交付税合併算定の終了と激変緩和措置を見

込む。 

・中期実施計画で予定する過疎辺地債・合併特例債・臨時財政対策債等

の地方債元利償還金の需要額算入を見込む。 

エ 使用料等（分担金・負担金、使

用料・手数料） 

・公共施設使用料等の料金改定を見込む。 

・子ども園については制度設計中であるため、現行の保育園、幼稚園制

度で見込む。 

オ 国・県支出金 ・中期実施計画、歳出事業費を基に、負担割合・補助率等により見込む。 

・一拢交付金は、制度設計中であるため、現行制度で見込む。 

カ 繰入金 ・特定目的基金からの繰入は、その目的と基準に従う。 

・財源が丌足する年度は、財政調整基金から繰り入れる。 

キ 市債 ・中期実施計画を基に、適債事業について、平成 23 年度地方債運用基

準、充当率見込みにより見込む。 

ク その他の歳入（財産収入、寄

附金、繰越金、諸収入ほか） 

・財産収入は未利用資産の売却など年２％の伸を見込む。 

・繰越金は２億円を見込む。 

ケ 人件費 ・職員数は、定員適正化計画に準拠する。 

・退職手当は、定年退職者数を勘案して見込む。 

コ 扶助費 ・直近の制度及び給付対象者見込み者数及び近年の増減率により見込む。 

サ 公債費 ・既起債分の元利償還額に総合計画に予定する事業の地方債額にかかる

元利償還見込み額(利率2%想定)を加算する。 

シ 物件費 ・総合計画の中期実施計画に伴う伸率を基に見込む。 

ス 補助費等 ・総合計画の中期実施計画に伴う伸率を基に見込む。 

セ 繰出金 ・特別会計への繰出は、各特別会計の予定事業費により見込む。 

・後期高齢者医療制度は平成24年度限りで廃止されることになっているが､

制度内容が確定していないため､現行医療制度で負担を推計する｡ 

ソ 投資的経費（普通建設事業費、

災害復旧費） 

・総合計画の中期実施計画を踏まえたものとする。 

・新庁舎建設経費を見込む。 

タ その他の歳出（維持補修費、

積立金、投資・出資・貸付金ほか） 

・維持補修費は伸率を1％、その他については0％とする。 

・平成24 年度に、合併特例債を活用し、みんなのまちづくり基金に10

億円の積み立てを見込む。 

国の税財政制度、地方公共団体に関する制度が大きく変革する可能性が高いが、現段階におい

て法律等改正されていない制度にかかるものについては、現行制度で見込んでいる 



２ 行政改革ビジョン 

（１）行政改革ビジョンの役割 

本市では、総務省の「地方公共団体における行政改革の推進のための新たな指針（平成

17 年 3 月 29 日）」に基づき「新城市行政改革推進計画（以下「集中改革プラン」という。）」

を平成 18 年 12 月に策定し、これまでに、予算制度の改革として「ザイセイの話」の発

行、市補助金等検討委員会を設置しての補助金の見直しや介護保険料・国民健康保険税の

統一、保育料の統一などを行い、効率的な組織づくり、職員数の削減などに取り組んでき

ました。 

こうした中、総合計画基本構想で行政経営の原則とした「市民満足度を基調とした成果

重視型の行政経営への転換」を進めるには、これまでの取り組みの成果に留まることなく、

市民視点による更なる行政改革の推進を継続していくことが必要です。 

そこで、平成 17 年度から平成 21 年度までの 5 年間の計画で取り組んだ『集中改革プ

ラン』における行政改革の取り組みの方向や達成度、実施結果を踏まえ、基本構想に掲げ

ている「経営資源の分野別方針」の「組織」分野にあたる計画として「中期行政改革ビジ

ョン」を定めます。行政改革ビジョンでは、PDCA のマネジメントサイクルによる行政経

営を定着させるため、「ア 市民参加と協働の推進」、「イ 事務事業の見直しと行政評価制

度の導入」、「ウ 組織機構の見直しと定員管理の適正化」、「エ 民間委託等の推進と第三

セクター、地方公営企業の健全経営」について、取り組みの方向を明らかにします。 

 

（２）取り組みの方向 

ア 市民参加と協働の推進  

(ア) 市民参加の位置づけ・公表 

・ＰＤＣＡマネジメントサイクルの各段階への市民参加や協働を、日常の行政経営

に定着させるため、市の基本戦略に基づく施策の立案段階からの市民参加を心が

けます。これまで、主な事務事業については、施策目標を達成するための事業の

立案・予算化にあたり、マネジメントサイクルへの市民参加や協働を位置づけ、

事業実施後における達成状況を公表してきました。引き続き、実施するとともに、

さらに範囲を拡大し、すべての事務事業について、各段階への市民参加や協働を

位置づけ、公表します。 

 

(イ) 公正と透明性の確保 

・行政経営への市民参加や協働の前提条件となる行政情報の公開と共有を推進する

ため、後述の情報ビジョンにおいて、行政情報の公開ルールを定めます。 
 

・公正で透明性の高い行政経営を進めるため、行政情報の公開と併行して、行政手

続きの明確化を図ります。そのため、情報公開条例や行政手続条例に基づく審査

基準や処分基準、標準処理期間等の提示、パブリックコメント制度の積極的な活



用を進めます。また、監査機関による監査機能の強化と監査結果の市ホームペー

ジの公表に引き続き取り組みます。 

 

(ウ) 市民自治の推進 

・市民が主役の市民自治社会を実現させるため、自治基本条例（市民主権条例）の

制定をめざします。 

＊まちづくりのルールを市民自らが策定するとともに、その市民自治を保障する

ための法的な根拠とします。 

＊国民主権に基礎を置く民主政治が定着し、さらなる成熟が求められるなか、地

域社会の運営を市民主権の原理に則って行う新たな自治の体系を主体的に構

想し、市民自治の堅固な拠りどころとします。 

＊多様な意見や立場を持つ市民が主体的に自治を行っていくために、意見や立場

等の相違･対立を調整するためのルールとします。 

＊本格的な人口減尐･高齢社会に突入し、市政の運営資源が縮小傾向にある中、

公共財の配分に新たな基準が求められ、尐数者や弱者にも配慮した決定をする

ためのルールとします。 

 

・市民自治社会の実現に向け、身近な地域課題を地域自ら考え、地域の創意を結集

して課題の解決に取り組むことや、行政の意思決定過程に地域住民の意思を反映

させるため、地域の特性や主体性を尊重しながら、地域自治区の設置を進めます。

地域自治区には、住民同士が話し合いによる地域の意見の取りまとめを行い、そ

の意思を反映させる仕組みを作ります。また、地域自治区設置後は、地域自治区

によるマネジメント機能を強化するため、現在、行政区に交付している各種交付

金や補助金を整理統合し、一拢交付金として地域へ交付します。 

 

・「市民と協働のまちづくり」を積極的に推進するために、市民が自主的かつ自発

的に行う公益的な活動に対し、市民活動サポートセンターなどの活動場所の提供

や整備の支援を進めます。 
 

・地域と行政のコーディネーター役として､行政情報の提供や地域課題の共有を図り、

課題解決に向けた地域内議論をサポートするため、平成 21 年度に副課長以上の

職員による「地域担当制度」を創設しました。今後はさらに、副課長職以上の職

員のみでなく、全ての市職員が主体的に参加できる仕組みを検討していきます。 

 

・地域の特性や課題に応じて、総合的かつ計画的な取り組みを行うための「地域計

画」の策定を進めます。地域計画の策定にあたっては、地域の様々な階層の意見

が反映されるよう努めるとともに、計画の推進が市民の自主性に基づいて行われ



るよう心がけます。現在、一部地域において地域計画の策定作業が始まりました

が、全地域で地域計画が策定されるよう引き続き支援します。 

 

・地域自治区設置後の各自治区の将来像や地域の抱える課題に対するプランを描く、

まちづくりビジョンの策定について支援します。また、まちづくりビジョンに位

置付けられ、地域で実施するまちづくり活動についても支援します。 

 

・現在、市の規定で行政組織の一部として位置付けられている行政区については、

地域自治区の設置にあわせ、市民が設置する地域自治組織としての位置づけを明

確にし、区長の位置づけや行政との関係についての見直しと市民合意を進めます。 

 

・行政区再編（自治会）については、平成 21 年度に市が再編案を提示しています

が、上記の行政区の位置づけの明確化にあわせ、地域住民自らが判断することを

基本に、行政主導の再編支援でない、地域の意向に沿った市民主体の再編支援を

積極的に進めていきます。 

 

(エ) 市町村権限移譲に対応した組織作り 

・平成２２年６月に閣議決定された「地域主権戦略大綱」に基づき、今後、基礎自

治体への権限移譲が進められます。これは、可能な限り多くの行政事務を住民に

最も身近な基礎自治体が広く行うものです。こうした権限の移譲に円滑に対応す

る必要があり、行政事務量の増加や専門的な知識、技術に対応できる組織作りを

めざします。 

 

イ 事務事業の見直しと行政評価制度の導入  

(ア) 事務事業の見直し（内部評価） 

・「新たな公共」における役割を分担し合うため、すべての事務事業について、行

政の責任領域や関不の必要性、地域自治組織や市民活動団体等への事務分掌、権

限移譲の観点から、事務事業の点検を行います。 
 

・すべての事務事業について、必要性、有効性、効率性などの内部評価に基づく見

直しと市民への公表を定期的に行い、事業効果や優先度の低い事務事業について

の再編・整理、廃止・統合を行います。 
 

・本市では、予算編成に一般財源枠配当方式を採用し、各部課において事業の実施

や廃止・縮小を判断する取り組みを通じ、個々の職員が市全体の財政状況を把揜

し、事業コスト意識の向上につながるよう努めてきました。今後は、事務事業評

価システムの一層の充実と合わせ、評価と予算編成の連動を念頭に置いた行政内

部評価による事業選択を進めます。 



 

・補助金・交付金等の見直しにあたっては、「新城市補助金等評価基準」に基づき、

補助金等の支出が適正であるかを常に検証し、毎年度に「新城市補助金等一覧表」

を作成し、市民への公表を行います。 
 

(イ) 行政評価制度の導入（市民評価） 

 ・市民満足度を基調とした成果重視型の行政経営への転換を進めるため、行政評価

を行政経営に的確に反映する制度を構築します。そのため、評価過程への市民参

加を保障し、評価の基準となる成果目標や成果指標、進捗状況の公表を行います。 
 

・行政評価制度については、総合計画の基本計画に登載された施策と実施計画に登

載された主な事業について、総合計画市民委員会による評価と進捗状況の公表を

実施してきました。しかし、個別の事務事業評価のみでは、施策の達成状況を評

価することが難しいため、事業の目的を明確にする施策評価への転換を検討しま

す。 

 

・新たに専門家や市民代表などで組織する評価委員会を設置し、外部の視点から、

事業の必要性やその進め方などを見直す事業仕分けの仕組みの導入を検討します。 
 

・行政は、常に成果目標や成果指標の設定と公表、及びその達成に全力を傾けると

ともに、すべての事務事業についての体系化と評価を早期に行い、マネジメント

サイクルに基づく総合計画と予算編成との連動を進めます。 

 

(ウ) 組織目標の公表 

・行政の部局ごとに、総合計画の理念や市長マニュフェストをはじめ、実施計画や

施政方針、予算編成等を踏まえた、組織目標（部局目標）を平成１９年度より公

表しています。今後も引き続き、公表を進めることで、市民及び行政内部におけ

る情報共有を進めます。 

 

ウ 組織機構の見直しと定員管理の適正化  

(ア) 組織機構の見直し 

・市民ニーズや市の戦略、社会経済情勢の変化に迅速かつ的確に対応し、政策推進

機能が効果的に発揮できる簡素で効率的な機構と人員配置を常に心がけます。 

また、縦割りの弊害をなくし、部局を超えた横断的な連携を可能とするための

調整･連絡機能の充実を進めるとともに、地域自治区の設置など地域内分権に対応

した組織機構の見直しと組織内分権を推進します。 
 

・本市の行政機構は、合併協議により本庁と2総合支所を基本に運営されています。

これは、合併に伴う住民サービスの低下を防止するための措置として導入された



もので、「合併後、概ね 10 年度以内に本庁方式を検討する」ことを合併協議で定

めています。こうした中、総合支所については、地域自治区の設置にあわせ、本

庁方式における自治振興事務所とする方向で調整を進め、市の出先機関としての

身近なサービスの提供機能と、地域横断的なまちづくりを推進する拠点としての

機能の充実を進めます。 

 

・政策横断的に取り組む行政課題に対処するため、平成２２年度には「総合政策部」

を設置するなど大規模な組織機構の改革を行ったところですが、市民自治社会の

創造に向けた制度設計や改正省エネ法による新たな報告事務など、部局を超えた

対応が必要な課題・業務が広がっています。こうした課題等へ対応するために、

引き続き、部局を超えたプロジェクトチームによる取り組みを推進します。 

 

・本庁舎は昭和 31 年に建設され、既に 50 年以上が経過しています。この間、地

方分権や行政ニーズの多様化に対応するため、東庁舎の建設や暫定的な措置とし

ての仮庁舎の建設などが行われてきました。さらにその後、合併に伴う大幅な組

織機構の見直しや人事異動、部署の配置の見直しにより、総合支所を含む既存施

設への分散配置が進められました。その結果、市民にとって分かりにくい配置と

なり、サービスの低下や機能の分散、執務の丌効率性などが大きな課題となって

います。そこで、こうした課題に対処し、また、東海地震等に耐えうる総合的な

防災拠点として新庁舎建設を推進します。 

 

(イ) 定員管理の適正化 

① 職員数の現状 

・本市の職員数は、合併時に旧３市町村及び新城広域事務組合の一般職の職員の身

分を引き継いだため、平成１８年４月１日には 1,028 人となりました。その後、

集中改革プランに基づく定員の削減に取り組んだ結果、平成２２年４月１日には

８９８人と定員適正化計画の目標を上回る職員数の削減を達成しました。このう

ち、公営企業等部門を除いた普通会計の職員数は 681 人から 620 人に減尐して

います。 

 

・一方、本市の職員数を類似団体と比較した場合、平成 21 年 4 月 1 日現在の公営

企業等部門を除いた普通会計では、依然 97 人の超過となっています。そのうち、

民生部門が４９人、消防部門が３６人超過している状況です。類似団体に比べて

職員数が多いのは、市内に民間保育所が尐ないことや広範な市域に集落が分散す

る地形・地理的条件から、比較的小規模な公立保育所、小学校が多数設置されて

いること、鳳来・作手の２総合支所を設置していること、市域外の消防・救急業

務を本市が担っていることなどの地域特有の要因が上げられ、当該職員数をもっ



て単純比較することはできません。 

 

・普通会計部門以外の病院、上水道、下水道等の地方公営企業部門には、278 人（平

成 22 年 4 月 1 日現在）の職員が配置され、それぞれが独立した経営体として運

営を図っています。 

 

【図表 19】部門別職員の状況及び類似団体との比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 職員の年齢区分構成 

・本市における職員の年齢区分構成は、30 歳代半ばと 50 歳代半ばに大きなピー

クがあり、かなりアンバランスな年齢構成となっています。このうち、一般事務・

技術職は 30 歳代後半と 50 歳代半ばの職員が、保育士・幼稚園教諭は 20 歳代

と 50 歳代半ばの職員が、消防士は 20 歳代後半から３０歳代半ばの職員がそれ

ぞれ多く、職種によっても年齢区分構成に特徴が見られます。 

 

・中期計画の計画期間である平成 23 年度から平成 26 年度末までに、１０３人の

職員が退職する見込みであるため、人材確保の観点からも計画的な採用を行うこ

とが丌可欠といえます。 



【図表２０】新城市職員の年齢別構成（一般事務・技術（保育士・幼稚園教諭、消防士及び介護士を除く。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図表２１】新城市職員の年齢別構成（保育士・幼稚園教諭（児童課指導保育士等を含む。）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図表２２】新城市職員の年齢別構成（消防士（消防本部へ出向中の事務職員を除く。）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



③ 取り組みの方向 

・本市の職員数は、集中改革プランにより約２００人減尐しましたが、地方分権の

進展や市民ニーズの多様化･高度化による行政需要の高まりを考えると、今までの

ような定員純減を進めていくことは困難ですが、引き続き厳しい財政運営が想定

されることから、安易に職員数を増やすことは避けなければなりません。 

 

・現時点では行政改革の具体的な計画が策定されていないため、新たな定員適正化

計画（第２次定員適正化計画）は、類似団体の職員数を基準とした暫定的なもの

としてあります。 

 

・この暫定的な計画では、全体として若干の定員増を見込んでいますが、普通会計

においては引き続き定員の削減を図っていく予定です。ただし、今後、行政改革

の具体的な計画が策定された段階、あるいは「自治人事制度検討委員会」から出

される答申内容を踏まえた上で、改めて本市の行政需要に見合った適正な職員数

を算定し、正式な定員適正化計画を策定します。 

なお、国においては、現在、地域主権改革や公務員の定年延長（定年の年齢を

段階的に６５歳まで延長すること）に向けた検討などが行われているところです

が、この計画はそれを考慮したものとはなっていないため、その結論次第では、

定員適正化計画の抜本的な見直しが必要になります。 

 

・今後しばらくの間は退職者の多い状態が続くことから、再任用制度の活用や嘱託

職員、任期付職員等の採用を通じて行政活動の停滞や市民サービスの低下を招か

ないよう十分配慮します。また、職員の年齢区分構成を平準化することを見据え

た職員採用計画を進めます。 

 

・一般行政部門の職員数については、さらなる事業の見直しや事務の効率化・集約

化を推進するとともに、職場協力体制の強化、市民協働の推進、指定管理者制度

や民間委託の推進などを通じて、引き続き定員の純減を進めます。 

 

・消防部門の職員数については、救急業務の高度化等に伴う体制の充実や新東名高

速道路の開通に向けた消防・救急体制の強化を図る必要があるため、最低限必要

となる人員を確保（増員）します。 

 

・地方公営企業部門の職員数については、現在の職員数を維持するよう努めます。

ただし、病院部門については、回復期リハビリ病棟の開設を予定していることや、

医師丌足が解消され、ある程度経営改善への目途が立つようになることを見込ん

で、医療職を増員していきます。 



・技能労務職については、平成２０年２月に策定した「新城市技能労務職員等の

給不等の見直しに見向けた取り組み方針」に基づき、退職に伴う新規採用を原

則見送り、民間委託や臨時職員の雇用による対応を進めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



エ 民間委託等の推進と第三セクター、地方公営企業の健全経営  

(ア) 民間委託等の推進 

    ・市民サービスの向上、行政運営の効率化のために、公権力の行使に関する業務を

除く、委託が可能な市の業務の民間委託を進めます。 

 

・民間への委託にあたっては、人件費を含めた直営で行った場合のコストとの比較

検討をはじめ、経常的に必要とされない業務や必要性の薄れている業務の洗い出

しを行い、業務の廃止や民営化を含めて検討を行います。 

 

・業務の委託先の選定については、固定化や業務の独占が生じないように、選定過

程の透明性や競争性が保たれるよう努めます。 

 

・指定管理者制度の対象となる公の施設については、「新城市公の施設に係る指定管

理者の指定手続等に関する条例」を始めとする規則や要綱、ガイドラインに則り、

同制度による管理を進めます。その際、施設利用者の安全が損なわれることのな

いように、行政の管理監督責任を果たすよう留意します。また、現在、直営で管

理を運営している施設のうち、公共施設のあり方検討において指定管理の方向性

が示されている施設については指定管理への移行を検討します。 

 

    ・指定管理期間が満了する際には、指定管理者による管理が適切に行われていたか

どうかをきちんと検証・評価する機会を設け、より適切かつ安定的な運営をめざ

します。 

 

    ・公の施設の更新については、ＰＦＩ手法などの活用による財政負担の軽減に努め

るとともに、年度間の平準化にも留意します。 

 

(イ) 第三セクター、地方公営企業の健全経営 

・新城市土地開発公社や株式会社山湊、財団法人農林業公社しんしろなどの第三セ

クター等の運営については、設立目的に沿った健全な運営を図ります。 

 

・第三セクター等の経営状況については、法令等に基づく決算状況や経営資料の議

会報告に留まることなく、積極的に市民に経営状況を公開します。 

 

・上水道事業、工業用水事業、病院事業の 3 つの法適用企業と、公共下水道事業、

地域下水道事業、農業集落排水事業、簡易水道事業、宅地造成事業、介護サービ

ス事業の６つの法非適用事業の経営については、地方公営企業法に定められた独

立採算制などの基本原則に立ち返り、常に企業としての経済性の発揮、公共の福



祉の増進、受益者負担の適正化などの観点から経営状況の健全化を進めます。 

 

・病院事業については、安定的かつ継続的に地域医療を提供するため医師招聘の取

組を強化するとともに関係医療機関との連携を推進します。同時に「新城市民病

院改革プラン（平成２１年３月）」に基づき経営の健全化に努めます。 

 



３ 人材育成ビジョン 

（１）人材育成ビジョンの役割 

地方分権改革が一層求められている中で、単に国・県の政策執行機関にとどまらない

新しい行政経営を進める必要があります。これには、地域自治のルールを整備し、市民

と行政が協働してまちづくりを進めていくことが基本となり、そのための行政の役割と

して、市職員の発想・分析能力や資質の向上を図り、引き続き経営体としての組織力を

高めていくことが丌可欠です。 

本市では、個々の職員の「資質を見極め、能力を伸ばし、個性ある人材をつくる」こ

とを目標とする「新城市人材育成基本方針」を平成１９年３月に策定しました。この基

本方針では、求められる職員像の明示をはじめ、市職員のやる気が活かされ、成果が適

切に評価される人事制度の構築、市職員が自発性を活かす研修制度への移行などの基本

方針が示され、市職員の能力を新しい行政経営方針の構築と実践へつなげていくための

人材育成をめざしています。 

そこで、新城市人材育成基本方針に基づく職員の育成を推進していくための経営ビジ

ョンとして、前期基本計画において定めた「人材育成ビジョン」を継承・発展させてい

きます。今回定める中期人材育成ビジョンでは、あらためて新城市人材育成基本方針に

示された「求められる職員像」を示した上で、「ア 人材の確保と育成」、「イ 職員のや

る気が活かされる人事制度の構築」、「ウ 人材育成のための環境整備」について、それ

ぞれの取り組み方針を明らかにします。 

なお、こうした職員の育成においては、市民が求める資質や能力とのミスマッチを避

けることが大切であり、自治人事制度検討委員会で今後行われる答申において、新たな

方向づけが示された場合には、適宜検討し、本ビジョンの見直しを行います。 

 

（２）求められる職員像 

基本構想の「行政経営の基本方針」を踏まえ、新たな市民ニーズや自ら解決していく

べき行政課題に向き合い、柔軟な発想でマネジメントできる分権時代の職員像を求め、

育成していきます。 

ア 求められる職員像 

（ア） 市民の立場に立って考え、親切な対応と笑顔で接する職員 

（イ） 質の高い行政サービスを提供できる職員 

（ウ） 専門的な知識を持ち、常に誠意ある態度で職務を遂行し、市民から信頼され

る職員 

（エ） 最小の経費で最大の効果を徔られるよう、コスト意識を持って業務の効率化

を図る職員 

（オ） 広い視野と創造力・行動力を持ち、市民と協働してまちづくりを進める職員 

                 （※新城市人材育成基本方針より） 

    



 参考：市では、新城市人材育成基本方針に掲げた「求められる職員像」を検証するため、

総合計画の策定当初に市民アンケート（市民 5,000 人を対象）を行い、市民が望

む職員像についての設問を行いました。結果は選択率の高いものから、「親切な対

応と笑顔で接する職員」、「専門的な知識を持ち、市民からの問い合わせや相談に的

確に応えられる職員」、「住民と協働してまちづくりを進めようとする職員」の順で

あり、現在においても、これらは職員の持つべき重要な資質として位置づけられて

います。 

 

   イ 求められる資質と能力 

求められる職員像をめざし、これからの行政ニーズに応えることのできるよう、以

下の資質・能力を引き出すために、職員一人ひとりの「個性」に応じた育成を進めま

す。また、職員育成の進捗度を分析するため、市民アンケート調査によって職員の資

質や能力に対する現状認識を調査します。 

 

（ア） 常に問題意識をもち解決に取り組もうとする職員 

・不えられた職務の遂行に留まらず、問題を自ら考え、解決すべく果敢に挑戦す

る意欲を備えた職員 

（イ） 徔意とする分野をもつ吸収力のある職員 

・多様化する市民ニーズや高度化する行政業務に対応可能な、専門的知識を備え

た職員 

（ウ） 目的を明確にとらえしっかりとした行動指針をもつ職員 

・いわゆる市民感覚・市民視線を意識し、市民福祉に対してしっかりとした考え

を持ち、市民と共に協働していこうとする意識を備えた職員 

（エ） 政策をつくり実行できる提案力のある職員 

・社会経済情勢の変化や市民ニーズに対応する豊かな発想力を持ち、成果を生み

出す行動力と折衝力を備えた職員 

 

（３）取り組みの方向 

   ア 人材の確保と育成  

(ア) 人材の確保 

・職員採用にあたり、「本市が求める職員像」及び「求める資質・能力」を採用希望

者に明示するとともに、職員構成や市の政策・戦略に基づく業務執行体制を踏ま

えた、計画的な採用を行います。 

 

・引き続き、職員採用を人材確保のもっとも有効な手段と位置づけ、専門的な知識

を有した柔軟で新しい発想を持つ優秀な人材を幅広い階層から確保できるよう、

採用制限年齢の引き上げや人物評価など、試験制度・選考基準においても柔軟な



見直しに努めます。 

 

(イ) 人材の育成 

・多様な市民ニーズや新たな行政課題に的確に対応できる職員の資質・能力を引き

出し、育成するため、研修制度の充実と自己啓発を推進します。 

そのため、日程を含めた計画づくりにおいて、従来の問題点を再検討しながら、

より受講しやすい形をめざします。 

 

・職員研修の充実に向け、受講者が主体的に運営・学習する参加形式、体験型形式

の研修スタイルをより一層取り入れ、立案・提案能力の向上を図ります。 

 

 ・職員の能力開発の基本と位置づけてきた｢自己啓発｣についても、自己選択を尊重

した｢カフェテリア型研修制度（多くのメニューの中から自分に必要なものを必要

なだけ選択できる研修スタイル）｣の導入など､有効な手段を研究します｡ 

また、自己選択の研修受講を勧めるため、年度当初に各種研修メニューを提示

し、個人の意思で予め受講希望を受け付ける「研修エントリー制度」も引き続き

取り組んでいきます。 

 

 ・所属する部局や課内における「職場内研修」を推進するためのマニュアルの作成

を行うなど、研修・セミナーの内容を所属職員が共有できる環境づくりを進めま

す。 

 

 ・職務に必要な最新の情報や高度な専門知識・技能の修徔を推進するため、自治大

学校や市町村アカデミー、市町村振興協会研修センター、公共人材開発機構など

の専門研修機関への積極的な派遣を進めます。また、広域で実施している市町村

職員研修における研修内容の充実を図るため、近隣の広域研修協議会との共同企

画・開催を検討します。 

 

・地域の公共人材育成を推進するため、他自治体どうしの市職員相互派遣研修の実

現を目指すとともに、専門的知識を有する職員の能力を活かすため、資格等を登

録する制度の検討を行います。 

 

・今後一層推し進められる国から地方公共団体への権限移譲に伴い、職員の更なる

行政運営能力向上が求められています。そこで、変化に柔軟かつ適時に対応でき

る基礎的能力と、専門的知識等に支えられた実践的能力を、効果的に向上させて

いくことのできる研修計画の構築を進めます。 

 



・重要な課題となっている地域自治区制度の整備を視野に入れ、市民協働（官民の

コラボレーションやパートナーシップ）を進めるための説明能力やファシリテー

ション（合意形成）能力の向上を図るための研修実施や民間の公益組織への派遣

研修を行うことに加え、まちづくりや市民活動など、研修以外の市民対話の機会

を積極的に活用することも推奨します。 

 

 イ 職員のやる気が活かされる人事制度の構築  

(ア) 適正な人事評価制度の再構築 

・部局や課が設定する組織目標を達成するため、人事評価制度において、個々の市

職員が組織目標を基にした個別目標を設定する制度を導入してきました。これは、

市職員の能力開発や勤務意欲の向上をはじめ、組織目標の効果的・効率的達成、

業務間の優先順位の明確化、業務品質の向上、組織内コミュニケーションの向上

を目的に行うもので、個々の市職員が個別目標を達成することによって、組織目

標の達成につながる目に見える仕組みとして採用したものです。 

 個別目標の設定は、上司面談（職場ミーティング）を通じて、組織目標を基と

する目標の設定と目標ごとの難易度の設定を行い、課内・部局内調整によって決

定します。決定された個別目標は、毎年度、実績・達成度を自己評価し、上司面

談により報告するとともに、上司による人事評価を行います。個別目標は現在、

一部の専門職を除いた職員すべてを対象に導入します。 

 なお、この制度の運用において改善すべき点も生じてきたため、今後問題点の

確認を行い、その上で必要に応じ、職員のモチベーション向上につながる新たな

制度の構築を視野に研究を進めます。 

 

・人事異動については､職員が広い視野と見識を積むことができるよう､ジョブロー

テーションや職務割当に配慮します。また､職員の適性や希望に応じての能力開

発と総合職､専任職、専門職等のキャリア選択が可能な複線型人事制度の導入等､

職員の能力を伸ばす方策を研究していきます。さらに､自己申告制度の充実と､必

要とする人材を募集する庁内公募制度の導入についても研究を進めます。 

 

・職員の志気を高めるために、その研修履歴に配慮した人事配置・任用に努めるこ

とも必要であり、功績や実績を評価した表彰制度や倫理基準・懲戒処分基準の周

知徹底など賞罰制度の透明性も維持したうえでの制度運用に努めます。 

 

(イ) 能力に対する適正評価 

・引き続き人材育成を主目的に、職員の人事評価が昇任や給不に適正に反映される

など、能力と業績が活かされる昇任・給不制度をめざします。それには、現行の

目標管理制度を検証し、必要に応じて新たな人事評価制度を構築することも検討



したうえで、試行期間も設けながら、例えば勤勉手当の成績率への反映や査定昇

給制度の本格的な導入を図ります。なお、評価にあたっては、評価者研修による

適性評価と評価基準や昇任・分限処分基準の公正性・透明性を確保するとともに、

被評価者に対する結果の開示、疑問・丌満への対応についても制度整備を行いま

す。 

 

・能力に対する評価の公正を進めるため、知識偏重でない総合的な能力と適性を評

価できる昇任試験制度の導入について研究を進めます。 

 

・採用・昇任・配置・評価など人事管理上のすべての場面で、性別を理由とした格

差や先入観・偏見による適用が行われないよう、職員の能力の積極的で適正な活

用を図ります。 

 

ウ 人材育成のための環境の整備  

・職員の能力ややる気が発揮できる職場環境の形成は、管理職の責務でもあります。

職場における人材育成を管理職の職務として位置づけ、管理職の評価能力の向上

に努めます。 

 

・部局・課における組織目標や進捗状況を常に明確にし、他部局を含めた職員同士

が共有できるようにしながら、情報交換を活発化させ、組織全体の人材育成につ

なげます。 

 

・生活環境等の社会情勢の変化を踏まえた時差勤務制度の導入等勤務体制の弾力化

について検討し、職員が働きやすい環境を整備することで、職員研修や自己研鑽

を奨励する職場環境の形成につなげていくとともに、超過勤務の縮減、モラルハ

ラスメントの防止を進めます。 

       

・職員の健康管理に対する健康診断や健康指導体制については、現行制度を充分活

用しながら、個々の健康維持への意識づけを強化します。 

 

・現在､社会的な課題となっているメンタルヘルス疾患対策においては､相談体制の

見直しを図る他、今後こうした分野の研修を充実させていく等、個人における予

防対策のみでなく、職域・職場全体で対応できる環境づくりをめざします。 

 

・職場と家庭との両立による職員負担の軽減を図るため､休暇制度の運用に関する指

針を整備し直しながら､介護支援策や特定事業主行動計画をさらに推進します｡ 



４ 情報ビジョン 

（１）情報ビジョンの役割 

潤いに満ちた快適で活力ある地域社会を創造していくためには、新たな公共社会を担う

市民（市民自治組織を含む）、事業所、行政のそれぞれが、様々な情報媒体を活用し、保

有する情報を共有し合い、地域の課題解決に一体となって取り組んでいくことが重要です。 

また、近年の情報技術の急速な進歩に伴い、日常生活をはじめ行政サービス、市民活動、

企業活動のあり方も大きく変化しており、情報通信基盤を利用したサービスの有無や質に

よって、大きな地域間格差（情報格差や経済的損失）が生まれています。市では、こうし

た事態に対処するため、平成18 年12 月に策定した「新城市地域情報化計画」に基づい

て、全市域に整備した情報通信基盤（光ファイバネットワーク）を民間ケーブルテレビ事

業者への貸し付けによって、ケーブルテレビや光インターネットサービスの提供が開始さ

れ、また本庁・支所、外部施設や幼稚園・小中学校などを結ぶ公共施設間ネットワーク（公

共イントラネット）を利用した高速で安全なデータ通信が可能となりました。 

そこで、「ア 市民との情報共有・情報交流の推進」及び「イ 情報技術を活用した行政

サービスの推進」に向けた行政経営ビジョンとして「中期情報ビジョン」を定め、取り組

みの方向性を明らかにします。 

 

 

（２）取り組みの方向 

ア 市民との情報共有・情報交流の推進  

(ア) 行政情報の公開 

・行政経営への市民参加を促進し、真の市民自治社会を構築するには、市民の知り

たい情報がわかりやすく公開されていることが前提となります。引き続き情報通

信基盤を活用した情報の発信を積極的に行うために、庁内検討委員会により情報

公開に関する要綱の制定を行い、更に行政情報の公開に努めます。 

 

【行政情報の公開に関する基本方針】 

行政情報の公開とは、行政活動のマネジメントサイクルの各段階において、方針決

定に至るプロセスをはじめ、進捗状況、成果や課題、評価と改善の内容等を、迅速か

つ最も効果的な方法で周知することです。個人情報保護の徹底を図る中で「情報の公

開なくして情報の共有なし」の意識を行政経営の基本に据えるため、以下の事項を行

政情報の公開の基本方針とします。 

① 行政活動における会議等は、職員同士の内部会議を除き、常に原則公開とし、

事前に開催目的や議題、日時等の公開・周知を行います。 

② 上記の会議においては、方針決定に至るプロセスを明らかにするための議事録

を作成し、会議資料と合わせて原則公開とします。 

③ 施政方針、財政状況、補助金・交付金等の交付基準や交付実績など、共有すべ



き情報については、開示請求の有無によらず、行政の責任において積極的に公

開するよう努めます。 

 

(イ) 広報活動の充実     

・情報通信基盤を活用したケーブルテレビ市政番組「いいじゃん新城」を通じ、市

民へ迅速かつ的確な情報提供を行い、市民と行政との情報共有を進めます。 

 市職員と一般公募による市政番組編成委員の協働により、より親しまれる番組づ

くりをめざすとともに、データ放送による情報提供とケーブルテレビ加入率の向

上を図ります。 

 

・広報「ほのか」の一部分の編集を市民編集委員に委ね、毎月号を協働で制作し、

かつモニターからの意見を反映させることにより、市民の視点を取り入れた市民

参画型広報紙づくりをめざします。 

 

・市民が必要とする情報を容易に見つけやすいホームページをめざし、各課でホー

ムページを作成できるシステムＣＭＳ（コンテンツマネージメントシステム）を

活用し、ユーザビリティ（利用者の誰でも戸惑うことなく操作できること）・ア

クセシビリティ（高齢者や障害者等に利用しやすいこと）に配慮したホームペー

ジづくりを行うことで、統一されたデザインで、かつ市民、閲覧者の暮らしに直

結する情報をやさしく迅速に提供します。 

 

(ウ) 広聴活動の充実 

・市民ニーズに沿った成果重視型の行政経営への転換を進めるため、定期的な市民

満足度調査を実施し、地域別・年代別など、よりきめの細かな市民ニーズの把揜

に努めます。 

 

・市政に対する意見や提言を継続的に聴くことを目的に市民 100 人を市政モニタ

ーとして登録し、市政に関するアンケート調査等を実施します。そのアンケート

結果や提言等を行政運営に反映させることにより、よりよいまちづくりを進めま

す。 

 

・「市政報告・懇談会」への市民参加の促進や職員の「地域担当制度」等を通じた意

見交換の機会、及び「各種団体との対話活動」を積極的に設けることで、開かれ

た行政の確立と広聴活動の充実を図ります。 

 

・市長や市政に対する市民意見を把揜するために手紙・ＦＡＸ・メールなどにより、

「市長への提言」をいただき、市政に対する理解の促進と信頼関係の構築を進め



ます。 

 

・市の基本的な計画等の策定にあたり、その趣旨、目的、内容を事前に公表し、市

民から意見、情報、専門的知識の提出を求め、市の考え方を公表する「パブリッ

クコメント制度」の活用を進めます。 

 

イ 情報技術を活用した行政サービスの推進  

(ア) 情報技術の活用にあたって 

・市民の多様な生活スタイルや年齢・身体的な条件等による情報技術の利用機会及

び活用能力の格差是正に取り組み、より多くの市民が情報技術を活用し、情報の

交流と行政サービスを享受できる環境の整備を進めます。 

 

・情報技術の活用による事務事業の迅速化、効率化、市民手続きの簡素化を進める

ため、あいち電子自治体推進協議会等と連携して、行政手続きのオンライン化の

推進や総合行政ネットワーク（ＬＧＷＡＮ）、住民基本台帳カードの利活用の推

進など、電子自治体の構築を進めます。 

 

・自治体クラウド・コンピューティングなど情報技術の活用を進める施策の展開に

あたっては、情報技術の進展動向を注視し、導入・運用経費と市民の活用度合い

等を比較検討するなど、経費の節減や費用対効果に配慮することとします。 

 

・情報技術の活用や電子自治体化にあたっては、職員の情報セキュリティ意識の徹

底を図り、個人情報等の非公開情報の漏洩防止に努めることで、市民の財産を守

り、市民から信頼される行政をめざします。 

 

(イ) 情報技術を活用した行政サービスの推進 

・住民の生命や財産、生活の安全を確保するため、地震・台風などの大規模災害や

犯罪の発生時に、被害の拡大防止と迅速で適切な対応を支援する「防災情報シス

テム（防災行政無線、携帯電話による情報配信など）」の運用とＰＲに努めます。 

 

・インターネットを通じて各種申請手続きができる「電子申請システム」を活用し、

多様化する市民ニーズに対応する窓口サービスの充実に努めることや、税金等の

納付（コンビニ納付）などの導入に向けた検討を進めます。 

 

・本市の未来を担う児童・生徒が、情報技術に親しみ、基礎的な情報技術を習徔し

ながら成長できるよう、小中学校における情報教育環境の整備を進めるとともに、

市内の小中学校における教材・情報の共同利用やテレビ会議システムによる研究



発表などを可能とする「学校教育支援システム」の充実を図ります。 

 

・市民の市政への参加を促し、市民に開かれた市議会を身近な市議会とするためケ

ーブルテレビによる「議会放映」や市民が時間的制約を受けずに議会の審議過程

を知ることができる「インターネットを活用した議会放映」の視聴向上に努めま

す。 

 

・インターネットを活用した公平で透明性や利便性の高い電子入札システムは、引

き続き事業者へ積極的に PR を行い、利用促進に努めます。 

 

・市民同士、市民と行政の情報交流を推進するため、電子会議室等の設置について

の研究を進めます。 

 

・携帯電話丌通地域の解消に向け、携帯電話事業者に働きかけるとともに、情報通

信基盤の未利用芯線の開放を進め、携帯電話サービスの提供地域の拡大を進めま

す。 

 

・市民生活の利便性の向上において、特に、市民満足度調査でも関心の高い防災・

防犯支援、介護支援、公共施設予約、健康づくり支援、子育て支援、図書館高度

利用など、利便性の高いアプリケーション導入に向けた検討を進めます。 

 


